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はじめに

本論文は、産業革命以降の工場現場を中心とした人事
労務管理論、ホワイトカラーを中心とした 1980 年代以
降の人的資源管理論に続く、新たな人事管理論を模索す
るためのプラットホーム構築を目的とするものである。
その際、現代企業の特徴を “ 人材の多様化（ダイバーシ
ティ）” と仮定すると同時に企業役割の変化に着目し、
企業の社会的責任（CSR）と人事管理の関係性を明らか
にすることを目的にしている。第一章は「企業の社会的
責任（CSR）が意図するもの」として、企業の一般的概
念、企業の社会性概念の推移、CSR 論の発展過程を先
行研究から詳らかにする。第二章は「社会的責任と人事
管理の関係性」について、経営学のディシプリン及びマ
ネジメント論における人事管理の位置づけを確認し、人
事管理における倫理の役割について仮説を提起する。第
三章は「ステークホルダーとしての従業員」であり、日
本的経営における従業員観を辿り、社会的責任として人
事情報を開示する必要性を明らかにする。

１．企業の社会的責任（CSR）が意図するもの

（１）　企業の一般的概念
企業とは何か。企業を定義するに際して、企業をその

研究対象とした経営学あるいは経営概念の発展を紐解
くことは有意義である。岡本（1967）によれば、経営学
が独自の社会科学たることを追究したメレロヴィッツ 1

は、1929 年に刊行された『企業の一般経営経済学』初
版において、経営を「計画的、組織的な事業活動」「技
術的なもの、技術的単位」と定義し、外部経済からの
力、衝撃、方向を与えられることによって初めて現実的
な存在になるとした。彼は企業を、経営の一定の歴史的
な形態として理解し、その特徴を①私的な単独経営、②
生産手段の私的所有、③完全な危険負担、④計算性、⑤
最大の利潤への努力に求めた。

これらは今日においても企業の特徴として広く認識さ
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れている。たとえば一般的には、企業とは「生産・営利
の目的で、生産要素を統合し、継続的に事業を経営する
こと。また、その経営の主体 2」、「ある特定の財・サービ
スの生産・供給を一義的な目的として設立された団体3」、

「利潤最大化を目的とする一つの経済主体 4」などと定
義される。ここで、従来における企業の定義を二つの点
から批判する。１つは、これらの説明における働く人々
の扱いが限定的ないしは周辺的な点である。企業とは社
屋、工場、商品・サービス、資金、情報、技術などの
様々な要素が有機的に結合した存在である。しかし、当
然ながら従業員が存在しない限りにおいては事業を行う
ことは不可能である。企業の要素を土地・資本・労働を
意味する「生産要素」という言葉によって説明したとし
ても、労働と労働者は別であり、人々の姿はここに見出
せない。当然ながら、人々が企業の付加価値の主体ある
いは源泉であるとする視点も欠いている。換言すれば、
従来の企業論において、働く人々は経営の手段としての
生産要素、経営資源、あるいは人的資本として周辺的に
扱われていたと解釈することができる。

もう１つは、企業の定義において社会あるいは公益の
文脈がほとんど立ち現れない点である。生産要素の統合
や継続的な事業運営とは企業経営における便益であり、
企業の目的については生産（供給）および営利の 2 つと
されることが多い。しかし、商品やサービスの生産（供
給）は企業の有する機能であり、目的とすることは不
適切である。結果的に企業の目的として残るのは営利

（あるいは利潤最大化）となる。この点に関してメレロ
ヴィッツは前掲書において、経営の社会的諸関係に取り
組む経営の努力ないし経営政策を「社会的経営形成」と
認識した。そして「社会的経営形成」によって真実の経
営共同体を生み出し、併せて資本と労働の対立を克服す
ることを意図し、社会志向的な新資本主義への変化を
表現する概念と考えた。また丹下（2002）は企業経営
の「社会性」の概念について、既に 1920 年代より米国
企業では利益創出のみならず、社会のために奉仕する存
在として位置付けられたことを指摘している。後に見る
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CSR 論の萌芽はここにあると言えるが、欧米の大企業
を中心とする現代企業が躍進する 1960 年代以降におい
て、企業と社会との関係は自明あるいは所与として扱わ
れ、一部の研究者を除いては、企業の役割において社会
との関わりが強調されることは少なかった。社会との関
連は寄付などの慈善活動や不祥事が発生した際の対応に
集約されるものであったと言うことが可能である。

（２）　企業の社会性概念の推移
「社会的経営」あるいは「企業の社会性」については、

1920 年代より検討が加えられており、それ以降も企業
のあるべき姿とその制度的な側面に関して、時代的な
背景を踏まえて発展してきている。本節では企業の社
会的責任という概念が成立した経緯とその変遷を松本

（2007）の類型に従って概観し、1970 年代までの企業の
社会的責任論の概念的な枠組みを明らかにしていく。

まず、企業の社会的責任という概念は、シェルドン
（1924）による『経営のフィロソフィ』において発表さ
れた。彼は企業が社会の必要とする製品やサービスを安
価かつ大量に提供し、社会福祉に寄与することを目指し
て生産能率を高めることを強調した。さらに、企業内部
において生産に従事する労働者（従業員）に対する人間
性の理解と彼らの能力発揮の場や機会の創出を目指した
人事管理の必要性にも触れている。奇しくも 1924 年と
は、メイヨーらによるホーソン工場の実験が開始された
年である。テイラーの科学的管理法によって確立された
人事労務管理に対するシェルドンの批判は、その後の人
間関係論・新人間関係論の発展と符合する。さらに彼
は、「すべての経営者は、労働者が単に企業を構成する
単位であるばかりでなく、個人であり市民であるという
原理の認識にたつ権利の本質に関する意見を形成するこ
とが必要である 5」と論じ、労働者の余暇活動の重要性
にも触れ、それが人間の生活や社会に利益をもたらすも
のとして今日におけるワーク・ライフ・バランスの重要
性にも言及している。

つぎに、企業の社会的責任論が一般的に浸透したの
は 1950 年代以降においてである。ゴイダー（1951）は

『私企業の将来』において、消費者問題や公害などの汚
染に悩む地域社会の問題に焦点を合わせ、企業の社会的
責任を論じている。彼はこの問題の根源は、企業の営利
追求によって引き起こされる地域社会への無責任な態度
と株主のみに対する企業責任のあり方を批判した。そし

て、企業とは株主だけを富ませるための私的な制度では
なく、そこに働く従業員、経営者、消費者、地方自治
体、政府、組合役員がそれぞれの役割を演ずる共同企業

（a joint enterprise）としての存在である点を問題提起
した。その後、彼は 1975 年に著わした『企業と労働者
の責任』において、株主と同様に労働者（従業員）を企
業の一員として位置付けることを提示している。また、
従業員が地域社会（市民）活動に積極的に参加すること
を奨励するために適当な休暇を与え、その休暇期間中は
給料を支給すべきであると主張した。この考え方は、現
代における従業員に対する地域社会活動支援策としての
ボランティア休暇制度に通じている点は興味深い。さら
に、企業の責任体制を構築する上で、消費者の利益に奉
仕すべき点も論じている。このように、ゴイダーは企業
を取り巻くステークホルダーに労働者（従業員）、消費
者さらには地域社会もその一員として検討の対象に加え
る必然性を示した。

1960 年代において、イールズ（1960）は『ビジネス
の未来像』を著し、伝統的企業の社会的責任の特徴が株
主中心であり、債権者、従業員、顧客、その他に対する
責任が第二義的になっているとし、公共の福祉を増進す
るという目的を含んでいない点を指摘した。また彼は、

「社会的責任の理論は、企業実践、ことに企業寄付、良
好な地域社会との関係、従業員の福利厚生計画、工場
の安全計画、「人間関係」に対する経営技術の新しい強
調、教育機関や公共奉仕に対する人材の提供、「企業の
良心」の育成などとの関連で考察されている 6」とし
て、株主以外の他のステークホルダーとの関係性を重視
し、伝統的企業による社会的責任の議論において、企業
は誰に対して責任を有しているのか、またこのような責
任が実際にどのように遂行されるのかについて明確に規
定していない点を批判的に指摘した。

つぎにヘルド（1970）は、『企業の社会的責任―企業
とコミュニティ、1900～1960までの歴史―』において、
企業と地域コミュニティ（地域社会）との関係に焦点を
合わせて論じている。彼は、企業が地域コミュニティに
対して社会的責任を踏まえた慈善事業を行ってきたこと
は、すでに 19 世紀において展開されてきたものである
点を指摘した。すなわち、19 世紀におけるニューヨー
クの R･H･ メーシー社などの慈善事業 7 の活動事例を通
じて、企業が有意義な地域コミュニティ事業のための経
済的な支援として、寄付などの金銭的な支出を行った記
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録を紹介している。そして、このような企業と地域コ
ミュニティとの関係についてノートン（1987）は、「19
世紀には欠いていたが、20 世紀には持たねばならなかっ
たのは、理論的根拠―ビジネスとコミュニティの関係の
概念―であり、そこでは社会的責任は個人の良心や関心
のみに負わせるものとしてではなく、同時に企業のもつ
資源にも課せられる責任としてはっきりと認められてい
た 8」ことを確認し、両者の積極的な関係づくりのため
の概念構築の必要性を提示した。

以上のように英米の研究者による企業の社会的責任に
おける概念の変遷から、これらを二つの枠組みに類型
化することができる 9。一つは企業を取り巻くステーク
ホルダーとの良好な関係づくりを目指す概念として、誰
に対する企業の社会的責任なのかという領域明確化の議
論であり、ステークホルダーに対する社会的責任の明確
化を図るものである。もう一つは企業の社会的責任行動
として、企業が関係する不特定多数のステークホルダー
に対して事業活動の成果をいかに評価し、評価や実態に
ついてコミュニケーション活動を通じて伝達するかとい
う概念である。この点については、パブリック・リレー
ションズ 10 やコミュニティ・リレーションズ 11 として、
企業を取り巻くステークホルダーに対するコーポレー
ト・コミュニケーション 12 の構築の概念を提示するもの
として理解される。人事管理の視点においては、前者の
枠組みがより重要である。すなわち、従業員を株主、顧
客、地域社会などと同列のステークホルダーと見なし、
従業員に対する企業の社会的責任を明確化することの必
然性を示唆する。このように考えれば、人事管理とは従
業員に対する社会的責任を果たすための一連の施策ある
いは手法と位置付けることが可能となる。同様に後者の
枠組みも軽視することはできない。“ 事業活動の成果を
評価する ” とは業績管理を意味しており、業績管理の基
本単位を従業員への役割と目標の付与とするならば、異
動・配置および人事評価を公正に行い、その結果を本人
へ適切に開示することも企業の社会的責任行動と理解す
ることができる。しかしこの段階では、企業が従業員に
対して具体的に「何を」「どうすること」が社会的責任
を果たすことになるのかは明確ではない。

（３）　CSR論への発展
上記における企業の社会的責任に関する概念の変遷を

踏まえ、1970 年代から 1980 年代において「企業の社会
貢献」という議論が盛んに行われるようになった。この
ことは企業フィランソロピーや企業メセナ等の活動に代
表されるものとして理解された。活動の根底に存在する
概念は「企業市民（corporate citizenship：コーポレー
ト・シチズンシップ）」の考え方であり、社会や地域に
対して積極的な社会貢献活動や文化・芸術等の支援活動
を展開することとして理解された。企業の社会貢献活
動においては、地域社会との交流を通じた共生を図る
ため、そこに働く従業員は積極的に地域社会に参加す
ることが望まれる。ここでは、真に社会に開かれた存
在（オープン・システム）としての企業や自立した個人

（従業員）のあり方が問われており、いわゆる「会社人
間」から「社会人間」への脱皮が必要とされることとな
る。

1980 年代以降においては、組織の内外環境との適合
性や社会との関係性に焦点を当てた課題解決に関する
様々な議論と検討が重ねられた。議論の中心は「コーポ
レート・ガバナンス（企業統治）」の概念とその解釈で
あり、その基本的な考え方は「企業は一体誰のものなの
か」という問いに集約される。代表的なこれまでの議論
としては、欧米型の株主（投資家）というシェアホル
ダー重視のタイプと、日本型の従業員重視のタイプが挙
げられる。しかし、近年においては企業を取り巻く多様
なステークホルダーを前提とする捉え方に変わりつつあ
る。その概念の中核に位置づけられるのが、企業におけ
る様々な「ステークホルダー（利害関係集団）」との良
好な関係づくりを重要視する点である。すなわち、企業
の周辺に存在するステークホルダーとの社会的な関係性
や連携・協働などのつながりを重視し、企業がそのよう
な行動に努めることにおいて、企業の「社会性」ひいて
は「企業の社会的責任」という議論が行われることを意
味する。

角（2011）によると、個人主義の国とされる米国で
は、先にも見たように企業収益と社会貢献のバランス
に関する論争が繰り返された。例えば、フリードマン

（1970）による「企業はもっぱら経済的責任たる利潤の
追求だけを求めればよい」という考え方と、デービス



13	人間の活動が将来にわたって持続できるかを表す概念であり、「将来世代のニーズを損なうことなく、現代世代のニーズを満たす発展」
と説明される。この概念は 1987 年に「ブルントラント報告」（国連 環境と開発に関する世界委員会）において提起された。

14	 たとえば、The Body Shop や Ben & Jerry’s ice cream など。
15	 直訳すると「高貴さは（義務を）強制する」を意味し、一般的に財産、権力、社会的地位の保持には責任が伴うことを指す。
16	 マーシャル（1907）による概念であり、「資本企業者が経済活動において誇示の欲求を捨て、ひたすら優越への欲求に生きるような態度」

を意味する。マーシャルは、経済騎士道は経済の進歩にとって、生活基準は人間の進歩にとって、それぞれ重要な役割を果たすもの
であると考えていた。

17	 European Multi-stakeholder Forum （E.M.F.）：欧州委員会によって 2002 年 10 月に設置された機関。EU 企業、労働組合、NGO、
機関投資家、消費者などの利害関係者 18 団体によって構成され、CSR ツールの透明性や統一性の促進、およびステークホルダー間
の共通理解を目的とした。

18	 実際には、ステークホルダー間で利害が一致する必然性は小さく、むしろ相反する場合が大きい。このようなステークホルダー間の
利害調整こそ経営の機能であり、不断の利害調整プロセスを社会的責任の遂行と見なすことも可能である。

19	 コンプライアンスについては、狭義、中義、広義の 3 つの解釈が存在すると筆者は考える。狭義では「法令順守」、中義では「倫理
法令順守」、そして広義では「社会的責任の遂行」とするものであり、本論文においては原則として中義を指すこととする。
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（1960）の唱えた「企業は利益のみを追求すべきではな
く、社会の一要素としての役割を担うのが当然」とする
考え方の葛藤がこれに該当する。米国においては戦争へ
の対応や寄付金控除が企業の CSR 活動に大きな影響を
与え、その後 1990 年代においてサステナビリティ（持
続可能性）13 の概念が自然環境面だけでなく社会面やス
テークホルダーとの関係面に拡張して普及し、さらに
CSR への取組みによって成長するビジネスモデル 14 の
興隆を経て今日に至っている。

一方、欧州では「ノブレス・オブリジェ 15（noblesse 
oblige）」と呼ばれる経済騎士道 16（economic chivalry）
精神に基づく奉仕・自己犠牲の思想、および産業革命に
よる劣悪な環境下での長時間労働によって生じた労働
者救済運動が CSR の原点とされている。また、CSR の
発展においては拡大 EU のプロセスが大きく貢献した。
2000 年 3 月の欧州理事会リスボン会合においては、拡
大 EU に向けた構造的失業、地域格差、情報産業の発達
に対応するための来る 10 年に向けた新戦略目標が設定
され、欧州を持続的な経済発展を達成し得る、世界で最
も競争力が高く、かつ力強い知識集約型の経済にするた
めの手法として、生涯学習、機会均等、社会的連帯、持
続可能な発展等に関する企業の社会的責任が言及され
た。その後、欧州委員会による「グリーンペーパー：企
業の社会的責任のための欧州枠組みの推進」（2001 年 7
月）、「企業の社会的責任：持続可能な発展に向けた産業
の貢献」（2002 年 7 月）が報告され、2004 年の欧州マル
チステークホルダー・フォーラム 17 によって CSR の定
義がなされるに至った。

このように、企業の社会的責任に関する概念は、現代
企業におけるステークホルダーとの関係性を重視すると
ともに、それらとの関係を積極的に構築していこうとす
る点が諸学説において確認されてきた。このような企業
のステークホルダーとの「社会性」を帯びた行動につ
いて、企業の社会的責任論の概念的な拡大がみられる
ようになってきたと言うことができる。すなわち、企業

はステークホルダーとの良好な関係づくりを積極的に
行い 18、それらに対して責任ある企業行動が常識として
求められるようになってきたわけであり、このような
コーポレート・ガバナンスの視点から、企業を取り巻く
ステークホルダーを広範囲に考慮した概念を「企業の
社会的責任（CSR：Corporate Social Responsibility）」、
いわゆる「CSR」という言葉に置き換えての議論が今
日においても盛んに行われている。その後、CSR の標
準化を模索した国際標準化機構（ISO）は、対象が企業

（corporate）に限らないという見地から、社会的責任
（social responsibility、略称：SR）の呼称で国際規格 
ISO 26000 を策定した（2010 年 11 月発行）。ISO 26000 
は日本語に翻訳され、JIS Z 26000「社会的責任に関す
る手引」として制定されている（2012 年 3 月制定）。

２．企業の社会的責任と人事管理の関係性

（１）　経営学ディシプリンにおける人事管理
前章において、企業の社会的責任（CSR）の概念とそ

の推移を見た。このことが本論文に与える示唆は次の 4
点である。まず、①「人事管理が CSR の倫理的側面に
果たす役割の重要性」である。これは従来の人事管理が
企業の倫理性にいかなる影響を与え、どのような課題が
存在するかを検証することであり、コンプライアンス 19

の面から人事管理を分析する視点の重要性を意味する。
二つ目は、②「コーポレート・コミュニケーションとし
ての人事情報開示の有効性」である。企業における人事
情報を社会あるいは様々なステークホルダーに対して開
示する意義を明らかにすることの検討である。三つ目
は、③「企業が従業員をステークホルダーと認識したと
する疑義性」である。CSR において従業員は株主や顧
客と同列のステークホルダーとされるが、後述するよう
に従業員を「家族」や「身内」として株主・顧客とは異
なる次元、あるいは企業そのものと位置づけた日本的経
営においては、この点に疑義を抱かざるを得ない。最後



20	 入山は経営学をマクロ分野とミクロ分野に分け、組織行動論や人事管理論をミクロ分野として別扱いにしている。ここでの「経営学」
とは入山による「マクロ経営学」を指す。

21	   「ノード（nodes）」と「つながり（ties）」という観点から社会的隣接性を考察する理論。ノードはネットワークに関わりを持つ個
人を指し、つながりは関係者間の結びつきを表す。

22	  人々の協調行動が活発化することにより社会の効率性を高めることができるという考え方に基づき、社会の信頼関係、規範、ネッ
トワークといった社会組織の重要性を説く概念。
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は、④「社会貢献活動と人事管理の関係性」である。社
会合理性に基づく企業メセナ、フィランソロピー、ボラ
ンティア、さらにはプロボノなどの活動と、経済合理性
に基づく人事管理の関係あるいは齟齬を明らかにする必
要がある。

ここでは入山（2012）の類型に従って、今日の経営学 20

における研究アプローチによって導かれる人間観と社会
観を明らかにする。経営学は主に 3 つの理論ディシプリ
ンから構成されている。経済学に基礎を置く「①経済学
ディシプリン」は産業組織論や組織の経済学を基盤と
し、人間の合理的な選択を重視するアプローチである。
ポーターの戦略理論やウィリアムソンの取引費用理論が
これにあたり、ここにおいて従業員は経済人として合理
的な行動を行うとされる。ここに社会の概念が入り込む
余地はほとんどなく、従業員は個人ではなく集団として
認識されることから、産業革命以降の工場現場に端を発
した「人事労務管理論」の根拠と考えることができる。

もうひとつは認知心理学に基礎を置く「②認知心理学
ディシプリン」である。古典的な経済学が想定するほど
には従業員は情報を処理する能力はなく、そのことが
組織行動にも影響を及ぼすとする。サイモン（1951）や
マーチ（1958）による経営行動論や意思決定論が代表的
であり、従業員の個人としての側面と集団としてのダイ
ナミズムの両面に着目するものである。従業員を個人と
して認識し、人間関係に基づく職場を社会と捉えるこの
アプローチは、ホワイトカラーを中心とした 1980 年代
以降の「人的資源管理論」の基盤と考えてよい。

最後は社会学の考え方を応用する「③社会学ディシプ
リン」である。人と人、あるいは組織と組織がどのよう
に社会的に相互作用するかという社会学の知見を反映す
るものであり、社会的ネットワーク理論 21 やソーシャ
ル・キャピタル理論 22 がよく知られている。このアプ
ローチは従業員や組織の持つ社会的なネットワークの構
造や質を社会的な経営資源として検討するものであり、
人事管理や人的資源管理とは異なる新たな人事管理の姿
を示唆する重要性を有している。しかしながら、個人を
匿名の点（あるいはノード）と捉え、そのつながり（あ
るいはタイ）の質と量の展開にのみ注目する方法には限
界があることも事実である。たとえばソーシャル・キャ
ピタル理論ではネットワークを社会資本と捉えて、その
蓄積を積極的に評価するが、従業員の基盤を仮に企業外

の家庭や地域に置いた場合には、その流動的な社交関係
を説明することは出来ない。ネットワークを経営資源と
認識すると同時に、従業員にとって必要な「報酬」とす
る視点が必要である。

（２）　マネジメント論における人事管理
経営学のディシプリンに続き、マネジメント論のアプ

ローチにおいて従業員がどのように位置づけられている
かを見る。ワトソン（1986）の研究によると、マネジメ
ントの機能に関しては、①科学的視座、②政治的視座、
③統制的視座、④実践的視座、の 4 つの理論的視座に大
別することができる。

管理過程学派の祖であるファヨール（1949）に
代表されるマネジメントを科学と見なす立場は、
計 画（Planning） と 組 織 化（Organizing） か ら 指 揮

（Directing）、統制（Controlling）に至るまでの「伝統
的 PODC」の一連の諸活動を識別し、理想的なマネジ
メント（あるいは人事管理）とは組織目標を実現するた
めに合理的に設計された実用的な手段と考える。科学的
管理法ならびに人事労務管理は科学としての人事管理手
法に他ならない。

つぎに政治としてマネジメントを解釈するサラマン
（1979）らは、職場とは目的をもった小さな社会

4 4

であ
り、そこでは権力や影響力といった政治が人事管理にも
行き渡ると説明する。この視座では、企業や職場を動的
な場と捉え、構成員である従業員が協力関係やネット
ワークを構築することの重要性を説明することが可能と
なる。ここには、人間関係論・新人間関係論が強調した
“ 職場という社会 ” を見て取ることができる。

さらにマネジメントを統制主体として概念化したブレ
イバーマン（1974）らの労働過程学派は、マネジメント

（人事管理）が企業の利潤追求に寄与するための手段で
あることを強調する。工場生産の能率を最優先した人事
労務管理および経営戦略と人事管理の結合を重視する人
的資源管理の視座は正にここにある。

最後に実践としてのマネジメントを強調する視点に
よると、複雑な企業内の諸活動を継続的に改善するこ
とを目指す活動が人事管理ということになる。リード

（1989）は、マネジメントはまさに科学の側面を持つと
同時に政治的過程でもあり、さらに統制的機能をも有し
ているために前述の 3 つの視座が限界を有するものであ



23	 ISO/SR 国内委員会監修『日本語訳 ISO26000：2010 社会的責任に関する手引』日本規格協会、2011 年、P.40。
24	 新村出編、前掲書。
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ると主張している。マネジャーは組織構成員を統制し、
かつコミットメントを確保するための様々な手法を講ず
ると考えるものであり、現在の人的資源管理論はこの実
践的視座を強調するものである。しかし、ここにも一般
社会へのまなざしを見て取ることはできない。

このように、従来の経営学のディシプリンとマネジメ
ント論の視座では、いずれも従業員と社会との関わりを
明らかにすることは困難であった。そのことを可能にす
るためには、マネジメントの視座に新たに「倫理」を加
える必要性が生じる。今日においては従来の経営学やマ
ネジメントのアプローチでは説明できない新たな人事課
題に企業は遭遇している。たとえばダイバーシティ・マ
ネジメント（多様な人材の管理）というテーマにおい
て、年齢、性別、国籍、雇用形態、障害の有無といった
様々な属性を有する従業員をマネジメントする際には、
経済合理性を重視する科学や統制のアプローチでは説明
が困難である。属性によって社員を細かく区分して個別
の人事管理を行うことは取引コストの増大につながるで
あろうし、生産性を絶対的な基準とすれば障害者を雇用
する利点は存在しない。また権力や影響力といったパ
ワー（政治）を行使するマネジャーの管理対象は正社員
の部下のみならず、雇用形態や時間制約の異なる非正規
労働者にも及んでいる。継続的な改善（実践）を職場で
行う際にも、従来のように理屈（科学）、権力（政治）、
強制（統制）だけでは労働価値観の異なる人々には通用
しなくなっている。今日の職場はかつてのような同質的
で閉じた組織ではない。その際の人事管理には「倫理」
という新たな視点が必要となる。

（３）　人事管理における倫理の役割
企業を社会機関とする考え方はすでに ISO26000 とし

て、国際社会におけるデファクト・スタンダード（市
場における事実上の標準）となっている。さまざまな
国際標準の策定を行っている国際標準化機構（ISO）で
は、組織の社会的責任についての国際標準規格である
ISO26000（社会的責任に関する規格）を作成し、2010
年 11 月に発行された。規格の策定に関しては、通常の
倍に当たる 6 年の歳月をかけ、99 カ国と 42 の国際機関
によって検討が行われたことからも、国々や組織間の
調整に苦労したことが窺える。ISO26000 においては企
業以外のすべての組織も対象とすることから、従来の
CSR という概念から C（Corporate : 企業）をあえて削
除し、“SR”（社会的責任）とされている。

ISO26000 では社会的責任を「組織の決定および活動
が社会および環境に及ぼす影響に関して、次のような透
明かつ倫理的な行動を通じて組織が行う責任」と定義

し、その行動を以下の通りとしている 23。
①�健康かつ社会の繁栄を含む持続可能な発展に貢献する

もの
②ステークホルダーの期待に配慮するもの
③関係法令を順守し、国際行動規範と整合しているもの
④�その組織全体に統合され、その組織の関係の中で実践

されるもの

ISO26000 の特徴は企業のみならず、公的機関、非営
利組織、自治体などのすべての組織（責任・権威及び関
係の取決め、並びに明確な目的をもった人々の事業体又
はグループ及び機関）を対象としたことに加えて、従来
の ISO9000 シリーズ（品質マネジメントシステム）や
ISO14000（環境マネジメントシステム）シリーズとは
異なり、第 3 者認証ではなく、あくまでもガイドライン
とした点である。ISO26000 は自主的な手引き（ガイド
ライン）であり、要求事項を含む認定に用いるためのも
のではないが、企業を含むあらゆる組織がそれぞれの特
徴に合わせて必要な部分を活用することを促している。
今後、あらゆる組織が社会的責任を実践していく上での
グローバルな共通テキストとして、多くのヒントを与え
るものとして期待されている（図表 1-1）。

上に述べたように ISO26000 による社会的責任（SR）
とは、「透明かつ倫理的

4 4 4

な行動を通じて組織が行う責任」
である。それでは、倫理とは何か。倫理とは倫（とも
がら）の理（ことわり）が原義であり、「同類の仲間に
おける筋道や道理」あるいは「共同体としてのある社会
が求める論理 24」と一般に解釈される。この場合の共同
体とは、一般社会から閉じた存在ではなく、オープン・
システムとしての組織を意味している。あるいは、倫理

①説明責任 組織の活動により外部に与える
影響を説明する

②透明性 組織の意思決定や活動の透明性
を保つ

③倫理的な行動 公平性や誠実であることなど倫
理観に基づいて行動する

④�ステークホルダー
の利害の尊重

様々なステークホルダーの利害
を尊重して対応する

⑤法の支配の尊重 各国の法令を尊重し遵守する

⑥�国際行動規範の尊
重

法律だけでなく、国際的に通用
している規範を尊重する

⑦人権の尊重 重要かつ普遍的である人権を尊
重する

出所：ISO/SR 国内委員会（2011）

図表 1-1	 �ISO26000 における「社会的責任に関する 7つ　
の原則」



25	 日本経団連は CSR について、「社会が企業に対して抱く、倫理的、法律的、商業的かつ公共的な期待に（企業それ自身が）応えるや
り方で、あるいはそれを上回るやり方で、事業を展開していくこと」と定義している。

26	 女性の働く能力や意欲が男性と比べて劣っていなくても、企業が経済合理性を求めて行動すれば（統計的）結果として男女差別が生
じるという理論。かつて 1960 年代の米国社会の黒人差別を説明する理論であった。

27	 昨今の 障害者や高齢者の雇用促進に関する相次ぐ法律改正や補助金の支給、および女性活躍推進に対する政府の強い方針表明は、
これらの課題が公共の福祉と密接であることを意味している。
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とは人として守り行うべき道であり、単なる思想ではな
く行動面も重視される概念が窺える。和辻（1938）は、
倫理を道徳の起源・発達・本質・規範についての体系と
しながらも、人々の行動を規制し拘束するものとなりか
ねないことから、規範としてではなく、現実の風俗・習
慣の中から問題をとらえ直す必要性を論じている。そし
て、何を徳とし義とするかについては、文化、社会、時
代によって多様な基準が存在し、そうした中から共通の
基準をどこまで設定できるかは人類にとって大きな課題
であると主張した。

CSR の本質を倫理と捉えるのであれば、「仲間あるい
は共同体」とは従業員を含めたすべてのステークホル
ダーあるいは開放系として関わる一般社会がその対象範
囲となる。さらに「求められる道筋、道理、論理」とは

「ステークホルダーからの期待」に他ならない。コンプ
ライアンスの原語である “compliance” とは「（期待に）
応えること」を意味しており、法律を守ることを期待さ
れるという「法令順守」のみならず、その上位概念とし
ての「倫理法令順守」も意味する。さらには、期待の主
体をステークホルダーと捉えれば、「ステークホルダー
との対話を通じて期待を把握し、その期待に応えようと
する一連のプロセス」という CSR の定義 25 と一致する。
企業における倫理とは（広義の）コンプライアンスのこ
とであり、CSR そのものでもある。

以下では倫理と人事管理との関係を 4 つの点から明ら
かにする。一点目は、そもそも職業人としての必要条件
が倫理にあった点である。企業の求める人材像とされ
る「プロフェッショナル」の語源は profess（宣誓する）
であり、ギリシャ神話の医神アポロンやアスクレビオス
に対し、医師たちがその職業倫理を誓った「ヒポクラテ
スの誓い」に由来する。つまり職業人の前提は倫理にあ
り、従業員に求められることが倫理であるならば、職業
上あるいは社内の倫理規定（行動規範）を順守させるこ
とが不可欠であり、併せて一般社会における倫理（社会
人あるいは人間としてマナーやルール）も重要となる。

二点目は、多様な人材を管理するためには倫理の視点
が有効となることである。たとえば、場合によっては健
常者よりも生産性の低くなることもある障害者の雇用、
従来は定年において雇用契約を終了させることができた
高齢者の継続雇用、価値観が異なり意思疎通に時間や手
間のかかる外国人の雇用、今までは統計的差別 26 によっ
て投資を回避してきた女性社員の活躍推進、労働者の 4

割弱を占めるに至った非正規労働者の均等処遇、こう
いった人事課題は経済合理性だけでは解決できない 27。
企業における多様な人材の受容と活躍を促進し、従業員
の家庭や地域社会における活動を中心とする個人の事情
を許容あるいは支援するためには倫理の視点が必要とな
る。

三点目は、企業の不祥事を防止するためには、経営者
や上位の管理者のみならず、すべての従業員に対する倫
理教育が欠かせない点である。そのためには、企業の社
会的責任を推進する当事者である従業員が従来のような
企業の経済的側面のみを重視する「会社人間」から、企
業やビジネスの原罪を直視し、環境的側面や社会的側面
をも配慮する「社会人間」への脱却が望まれる。このこ
とは企業不祥事を未然に防止するために重要な施策とな
る。コンプライアンスの実現には、制度によるアプロー
チ（ハード面）、運用によるアプローチ（ソフト面）、意
識・風土によるアプローチ（ハート面）の 3 つを総合的
に行うことが有効である。意識および風土とは従業員一
人一人の倫理観に基づくものであり、CSR の実現にお
ける従業員の役割は重要である。

最後に、人事管理における公正（フェアネス）の重要
性である。CSR として人事管理を行う視点には、上記
の他にも成果の追求、公正の実現、福祉の供給、成長機
会の提供などがある。多様な人材を管理する際に中でも
重視すべきは、公正（フェアネス）の実現である。取引
の公正やコンプライアンスはビジネスにおいて当然とし
ても、従業員の採用、処遇、報酬に関しても公正を旨と
しなくてはならない。本来フェアネスとは個人のみにで
はなく、制度・構造・社会にこそ求められるべきもので
ある。ロールズ（1971）による「公正とは社会的制度に
おける第一の徳目」を企業に適用するならば、フェアネ
スは従業員に先んじて組織にこそ求められ、人事管理に
おいては、分配的公正と手続き的公正が重要となる。手
続き的公正とは、制度や仕組みの一貫性、偏りの無さ、
運用の正確さ、倫理性、信頼性を指し、具体的には従業
員への情報開示および説明責任を意味する。たとえば賃
金決定や役割の付与に関しては、貢献度に応じた分配
が不可欠であり、一貫性や偏りの無さが運用に求められ
る。そしてそのことが誰に対しても開示されねばならな
い。2000 年以降に多くの企業に導入された成果主義に
関しては多くの批判があるが、成果主義の運用にあたっ
ての手続き的公正が徹底されていないことが批判の大半



28	 ISO/SR 国内委員会監修、前掲書、P.62。
29	 環境省『環境報告ガイドライン 2007 年版』では、①顧客（消費者を含む）、②株主、金融機関、投資家、③取引先（購入・調達の依

頼先や発注の相手先等）、④従業員及びその家族、⑤学識経験者、環境 NGO、消費者団体、⑥学生等、⑦地域住民、⑧行政、が挙げ
られており、企業の CSR レポートでも①～④に自然環境を加えた記述が一般的である。

30	 たとえば出光興産の創業者である出光佐三による、「社員は家族だ。家計が苦しいからと家族を追い出すようなことができるか。会
社を支えるのは人だ。これが唯一の資本であり今後の事業を作る。人を大切にせずして何をしようというのか」など。
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である。

３．　ステークホルダーとしての従業員

（１）　日本的経営における従業員観
第 1 章で明らかにしたように、ステークホルダーとは

企業を取り巻く利害関係者であり、一つの企業において
幾十、幾百と列挙することも可能である。これはステー
クホルダーの集合体が社会であることに起因する。実際
に企業がCSRを推進する際には、まずステークホルダー
を特定し、利害と法的権利に留意しながら、影響度の大
きさによって優先順位をつけて対応することになる28。
多くの企業が優先するステークホルダーとしては、①株
主・出資者、②従業員、③顧客、④ビジネス・パート
ナー（取引先など）、⑤地域社会（および自然環境）な
どが一般的である29。

CSR において従業員は重要なステークホルダーと位
置付けられるが、果たして企業はこのことを正しく認識
しているであろうか。多くの経営者は従業員重視の経
営を標榜し、働く人々を貴重な資本、資源、財産（人
財）、あるいは家族とする発言 30 を社内外で行ってい
る。しかし、業績の向上は常に企業にとって最優先課題
であり、顧客からの過度な要望に対しても従業員が時間
と労力を費やして対応することは日常である。従業員重
視の意識は偽りではないが、その背後に株主や顧客は重
要な “ ステークホルダー ” であり、従業員はそれらに劣
後する “ 身内（家族）” とする発想が存在することをこ
こで指摘する。身内とは経営者の甘えがきく、後回しに
できる存在である。従業員を株主や顧客と同列のステー
クホルダーと認識するならば、たとえば顧客の無理難題
に対して、昼夜を問わずに対応せよとはならない。職場
の全員で対応策を話し合うことに始まり、交代制やアウ
トソーシングを検討し、顧客に代替案を提案するなどと
いった知恵が生まれるはずである。また、業績不振時に
おけるリストラへの安易な決断も然りである。株主、顧
客、従業員が同列のステークホルダーであるならば、期
待や利害が一致しないことは起こりうるはずであり、そ
れらの利害を調整するプロセスが生じることは当然であ
る。

企業において従業員を身内と考えるか、ステークホル
ダーと考えるかによって人事管理のアプローチは異な
る。従業員を無理をさせることができる身内と考えるな
らば、営業担当社員が家族の介護のために短時間勤務を

申し出た場合、会社としては担当顧客を重視するがゆえ
に、通常勤務が継続できるような指示やアドバイスを与
えることが基本的なスタンスになる。やむを得ない場合
には本人の希望をかなえるが、上司の意識下においては

「あまり無理ができない部下であり、今後も手加減が必
要である」となるだろう。本人に対する評価は下がるこ
とはあっても上がることはない。あるいは、社員がそも
そもそういったことが言いだせないケースが多数である。

しかし、従業員を顧客と対等なステークホルダーと見
なすのであれば、本人の短時間勤務を前提として、職場
のチーム編成や全員の役割分担を見直すことになる。

「お互いさま」と思って進んで協力しあう同僚の存在、
ここが腕の見せ所とマネジメントに磨きをかける上司の
存在、そして顧客と社員の利害が必ずしも一致しないこ
とを認識する経営者の存在によって、その組織は従業員
を会社と対等な存在として緊張感をもって接すること
が可能になる。また、従業員をステークホルダーであ
ると認識するのであれば、人事管理の起点は従業員が
会社にもつ期待を探ることから始まるだろう。顧客に
対する顧客満足度（CS : Customer Satisfaction）調査と
同様に、従業員に対しても社員満足度（ES : Employee 
Satisfaction）調査や社員意識調査（モラールサーベイ）
を実施し、従業員の期待とともに不満や不安を吸い上げ
ることが必要となる。さらに、従業員の期待に応えな
かった場合にどのようなリスクが発生するかを想定する
ことも重要である。優秀な人材の流出、採用における失
敗、士気の低下、コンプライアンス上の問題など、多く
のリスクが想定される。

産業革命以降の人事労務管理は、従業員を “ 愚鈍なロ
ボット ” として認識したというメタファーが可能であ
る。一方で人的資源管理は彼ら / 彼女らを “ 優秀なサイ
ボーグ ” として期待することによって進化した。しかし
それでも企業において最も重要な相手が株主と顧客であ
ることには変わりがない。身内という言葉で温情をかけ
ながらも劣後させるのではなく、従業員を株主、顧客、
他のステークホルダーと同列に扱うことは、企業が社会
的責任を果たす上での前提条件である。さらに経営者の
役割とは、ステークホルダー間の利害調整であると言う
ことができる。ISO26000 では、「組織の決定に関する基
本情報を提供する目的で、組織と一人以上のステークホ
ルダーとの間の対話の機会を作り出すために試みられ
る活動」のことをステークホルダーエンゲージメント



31	 ISO/SR 国内委員会監修、前掲書、P.41。
32	 上場企業を対象とした、環境省「環境にやさしい企業行動調査」によると、2008 年に 1160 社が CSR に関する何らかの報告書を開

示している。
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（stakeholder engagement）と定義する 31。このように
考えるならば、人事管理とは従業員に対するステークホ
ルダーエンゲージメントに他ならない。

（２）　社会的責任としての人事情報開示
企業における情報開示は、すでに企業の社会的責任の

一つとなっており、大企業を中心に 1000 社以上の企業
が CSR 報告書もしくは社会・環境報告書を発行してい
る 32。こうした報告書に記載されている人事関連の情報
は多くても数ページ程度であり、1-2 ページという企業
が大半である。東洋経済新報社では、毎年全上場企業お
よび主要未上場企業を対象に「CSR 企業調査」を行っ
ており、その結果が『CSR 企業総覧』として出版され
ている。2013 年度版では 1128 社が網羅されているが、
主な掲載項目は、１．CSR 全般、2．ガバナンス・法令
遵守・内部統制、3．雇用・人材活用、4．消費者・取引
先対応、5．社会貢献、6．企業と政治の関わり、7．環境、
8．CSR & 財務評価（格付け）、となっている。

人事関連の「3．雇用・人材活用」を詳しく見ると
（図表 1-2）、「①基礎データ」では一般的な情報に加え
て、中途採用人数、事由別離職者数、新卒社員の定着状
況といった、従来は開示されることの少なかった項目が
含まれている。「②多様な人材活用」では、女性役職登
用状況、推進専任部署の有無、高齢者対象の再雇用・定
年延長制度、トップコミットメント、中長期ビジョンが
掲載されている。「③人権・労働問題」では、方針・取
組みに加えて ILO 中核的労働基準、「④障害者雇用」で
は実人数・雇用率、特例子会社の有無、「⑤人事・評価
制度」では評価基準・結果の従業員への開示、従業員満
足度調査、海外での制度、「⑥ワーク・ライフ・バラン
ス」では、産児・育児制度の取得状況と取組み、3 歳～
就学前の子を持つ社員の利用可能制度、看護・介護制
度と取得状況、特筆すべき両立支援制度、「⑦賃金・休
暇・諸制度」では、30 歳平均賃金、残業時間・残業手
当、有給休暇日数と取得状況、ボランティア休暇・休職
制度と利用状況、勤務柔軟化への諸制度、インセンティ
ブ向上への諸制度、「⑧労働安全衛生」では、労働安全
衛生マネジメントシステムの構築、労働安全衛生活動の
取り組み、労働災害度数率が開示されている。こういっ
た情報の細かさは従来の有価証券報告書や四季報の比で
はない。

企業の社会的責任が問われる今日においては、企業は
ポジティブ情報のみならずネガティブ情報も開示するこ
とが求められており、その中でも人事情報が主要なデー
タと位置付けられている。そして、これらの情報を開示

するためには、賃金データや社員数といった定量情報だ
けでなく、方針、施策、取組みといった定性情報も組織
として継続的に蓄積・管理していくことが必要となる。
このことは、企業による改善と向上に向けた継続的な取
組みを社会が監視する仕組みが構築されていることを意
味する。

人事・給与データに関しては、大企業においてもシス
テマティックに管理されているとは限らないようであ
る。有価証券報告書に記載する必要最低限のデータ以外
は担当者がエクセルなどの表計算ソフトで個人的に管理
しており、会議などで必要なデータがリクエストされる
都度、適宜加工して対応するケースが一般的である。
その結果として継続的な情報蓄積はなされず、統合的業

基礎データ 従業員数、平均年齢、勤続年数、平
均年間給与、臨時雇用者数、外国人
従業員数、連結従業員数、年齢別社
員数、新卒・中途採用人数、経験者
数、新卒入社者の定着状況

多様な人材活用 多様な人材の管理職比率等の現状・
目標、多様な人材登用推進の専任部
署、退駿した社員の再雇用制度、高
齢者対象の再雇用・定年延長制度、
多機性推進のための基本理念、多様
性尊重のための経営方針・トップコ
ミットメント、多様性推進の中長期
ビジョン、多様性推進の取り組み

人権・労働問題 人権尊重・差別禁止の方針、人権尊
重・差別禁止等の取り組み、ILO 中
核的労働基準を尊重した経営、最近
発生した労働問題・対応

障害者雇用 雇用実人数、障／害者雇用車の目標、
特例子会社、障害者雇用の取り組み

人事・評価制度 能力・業績評価基準の公開、能力・
評価結果の従業員本人への公開、従
業員の満足度調査、海外等での人事・
評価制度、海外での人事・評価制度
例

ワーク・ライフ・
バランス

産児・育児制度と取得状況・取組み、
3歳〜就学前の子を持つ社員の利用
可能制度、看護・介護制度と取得状
況、特筆すべき両立支援制度

賃金・休暇・諸制度 30 歳平均賃金、残業時間・残業手
当、有給休暇日数と取得状況、ボラ
ンティア休暇・休職制度と利用状
況、勤務柔軟化への諸制度、インセ
ンティブ向上への諸制度

労働安全衛生 　生産性部門等の有無、労働安全衛
生マネジメントシステムの構築、労
働安全衛生活動の取組み、労働災害
度数率、労働安全衛生・表彰歴

出所：東洋経済新報社（2012）

図表 1-2	 �「CSR企業総覧 2013」雇用・人材活用に関す
る掲載項目



33	 拙稿『人事・給与データの管理はなぜ必要なのか！』「人事実務 1061 号」2009 年、pp.4-8。
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務ソフトウエア（ERP : Enterprise Resource Planning）
や人事システムにはあらゆる人事情報を取り込むことが
できるにもかかわらず、給与・社会保険・勤怠のデータ
しか活用されていないケースが多い 33。

なお、人事情報開示に関しては、自発的開示とするか
強制的開示とするかについての議論が生じうる。現時点
では立場を明らかにするものではないが、仮に強制的開
示が必要とするならば、その必然性に関する検証が今後
必要となるだろう。
 

おわりに

本論文では、新たな人事管理の枠組みを構築するに際
し、人事管理が実践される場としての企業の変化につい
てモデル化を試みた。モデル化にあたっては、社会に
おける企業の役割の変化に着目し、企業の社会的責任

（CSR）の概念による「社会機関」としての企業の姿と
人事管理の関係性を以下の点から明らかにした。

第一に、従来における企業の概念は、生産・供給機能
による利潤の極大化を目的とするものであり、一般社会
を周辺的、限定的に位置づけた点である。しかし、グ
ローバル化の進展による競争の激化によって、企業経営
はより迅速で透明な意思決定と従来の従業員属性や組織
の境界を超えた複雑かつ密接なネットワークに身を置い
ている。企業は社会の外部から客観的に社会に対峙する
のではなく、社会の内部において当事者として社会を構
成する認識の必要性を明らかにした。

第二に、20 世紀初頭より存在した企業の社会性概
念や社会貢献概念が、100 年を経て企業の社会的責任

（CSR 概念）へと発展し、ISO26000 によって標準化さ
れた点である。拡大・拡散していくステークホルダーと
の関係を模索するプロセスにおいて、企業の社会性に関
する考え方はコーポレート・ガバナンス（企業統治）を
核とした、自らと社会の健全な成長を保護・促進するこ
とを目的に、不祥事の発生を未然に防ぎ、社会に積極的
に貢献すべく企業内外に働きかける制度的義務と責任を
負うものへと結実した。

第三に、従来の経営学のディシプリンとマネジメント
のアプローチにおいては、従業員と社会との関わりを明
らかにすることが困難だった点である。人事労務管理お
よび人的資源管理に不足していた社会との関わりを補足
するためには、ネットワーク論やソーシャル・キャピタ
ル理論といった社会学ディシプリンによる人事管理論の
構築が必要であり、マネジメントの視座に倫理を加える
必要性を明らかにした。その際の視点として、①職業倫
理、②多様な人材の管理、③リスクマネジメント、④

フェアネス、が有効であることを指摘した。
最後に、人事管理とはステークホルダーである従業員

に対する「ステークホルダーエンゲージメント」である
ことを明らかにした。通説とは異なり、日本的経営にお
いては従業員をステークホルダーと見なしてはおらず、
株主や顧客に劣後する位置づけがなされていた。このこ
とを「身内」という喩えを用いて明らかにし、社会的責
任を果たすためには様々なステークホルダーに対する人
事情報開示の意義を明らかにした。

本論文では、企業の社会的責任論を人事管理と結びつ
けて論じるための枠組みを提示することを試み、従業員
には一般的なステークホルダーとしての性格と身内とし
ての性格の両面性があることを指摘した。今後はさらに
多様な従業員に対する企業の社会的責任、つまり新たな
人事管理論の具体的な内容について研究を継続したい。
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